
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 100%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
第4期中期目標の定量指標。実績値は機構内で取りまとめた結果を集計。

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法
独立行政法人国際協力機構法

主要政策・施策

達成度 ％

149,049

アフリカの若者のための産
業人材育成（ABEイニシア
チブ）：900人（2013年から
2017年）

実施方法

定量的な成果目標

27年度

％

(独)国際協力機構運営費交付金(技術協力) 担当部局庁 国際協力局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負、その他

担当課室
政策課
開発協力総括課
事業管理室

課長　今福　孝男
課長　山本　文土
室長　川口　伊靖

事業名

会計区分

30年度

6,401

翌年度へ繰越し -

計

29年度

経済協力

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

31年度要求

予算
の状
況

28年度

運営費交付金を通じ、開発途上国の開発に必要な次の事業等を円滑に実施することにより、当該国における貧困削減等の人間の安全保障、経済成長、気
候変動対策、平和構築、大規模な災害に対する国際緊急援助等の課題への対応を支援。
・技術協力の実施（技術協力プロジェクトの実施、日本人専門家派遣、途上国研修員の受入等）
・国民参加型事業（青年海外協力隊等ボランティアの派遣、草の根技術協力等）
・大規模災害に対する国際緊急援助隊の派遣等

4,020 -

146,413

- -

- -

ABEイニシアティブ公約達
成のための育成人材数（長
期研修等）

7,623

人

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

150,296

--

154,036

平成１５年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

独立行政法人国際協力機構は、次の分野を重点として開発途上地域に対する技術協力を実施。平成27年2月に閣議決定された「開発協力大綱」におい
て、「我が国は、国際社会の平和と安定及び繁栄の確保により一層積極的に貢献することを目的として開発協力を推進する」ことを目的とし、右理念に基づ
き「非軍事的協力による平和と繁栄への貢献」、「人間の安全保障の推進」、「自助努力支援と日本の経験と知見を踏まえた対話・協働による自律的発展に
向けた協力」を基本方針としている。また、平成28年4月に策定した「平成30年度開発協力重点方針」では、「国際社会の平和・安定・繁栄のための環境整備
及び基本的価値の共有」、「ＳＤＧｓ達成に向けたグローバルな課題への対処と人間の安全保障の推進」、「途上国と共に「質の高い成長」を目指す経済外
交・地方創生への貢献」、の３つの柱に取り組むに当たり、様々な主体との連携の強化を図ることを表明。開発途上地域のニーズに迅速且つ機動的に対応
できる我が国の技術協力は、開発途上国との二国間関係を強化し、国際社会における我が国の発言力を高める最も有効且つ重要な外交ツールの一つで
あり、日本外交にとって必要不可欠。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

人
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 人

平成３０年度行政事業レビューシート 外務省

執行額

154,036 155,450 154,316 149,764 170,232

155,450 154,316

執行率（％） 100% 100% 100%

5年間で1,000人（2017年か
ら2021年）

Innovative Asia公約達成の
ための育成人材数（長期研
修等）

成果実績 人

目標値

-

900

-

- - 15.2 - -

- 1,000

開発協力大綱（平成27年2月10日閣議決定）
独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針
（平成22年12月7日閣議決定）

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

17.3 91.2

-

821 1,100

-

122.2 -

-

-

- -

149,764 170,232

関係する
計画、通知等

達成度

473

-

-

年度 年度29

33 年度
27年度 28年度 29年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

- - 152 - -

- - -

170,232

30年度当初予算

149,764

0

149,764

事業番号 0128

ＯＤＡ

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

運営費交付金

その他

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

「経済財政運営と改革の基本方針2018」、「未来投資戦略2018」等を
踏まえた諸課題に対処するため、33,519百万円を「新しい日本のため
の優先課題推進枠」（要望額）に計上した。（要望基礎額：136,713百万
円）

31年度要求

170,232

0

1



☑

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
第4期中期目標の定量指標。実績値は機構内で取りまとめた結果を集計。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
第4期中期目標の定量指標。実績値は機構内で取りまとめた結果を集計。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
第4期中期目標の定量指標。実績値は機構内で取りまとめた結果を集計。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
第4期中期目標の定量指標。実績値は機構内で取りまとめた結果を集計。

チェック

31年度
活動見込

- -

- -

-

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

-

-

-

30年度
活動見込

31年度
活動見込

- -

- -

30年度
活動見込

31年度
活動見込

- -

-

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

単位

定量的な成果目標

28年度

- - -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

-

当初見込み

達成度

定量的な成果目標

成果指標

人

活動指標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

ボランティア派遣人数
活動実績

人

単位

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

-

単位

万人

人

学びの改善のための支援
により裨益した子供の人数

成果実績

目標値 万人

30年度
活動見込

- -

2,197 1,997 2,057

- - -

27年度

27年度 28年度 29年度

活動実績

- -

活動指標 単位

活動実績 人

当初見込み 人

-

39 29 29

28年度

28年度 29年度

11,822 12,976 13,630

当初見込み 件

-

％

専門家派遣人数

130万人（2016年から2018
年）

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

活動指標

1.5万人　（2016年から2018
年）

中東地域安定化のための
包括的支援に係る公約達
成のための育成人材数

成果実績

-

-

人

各地域の本邦研修実績数

-

1,000万人（中期目標期間
中）

万人

15,000

- -

成果指標

活動実績

万人

達成度 ％

目標値

成果指標 28年度

機構の支援を得た保健医
療サービスの裨益想定人
口

成果実績
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

30

人

目標値

29年度
中間目標

34.165.4

単位 27年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

国際緊急援助隊の研修・訓練回数

％

単位

- - -

人

当初見込み

件

協力準備調査（PPPインフラ事業），開発途上地域の
SDGs達成に貢献するビジネスに係る調査，民間技術普
及促進事業を通じたパートナー数

活動実績 件

当初見込み 件

27年度 28年度 29年度

27年度 29年度

1,518 1,468 1,463

目標最終年度

- - - - 130

年度

33 年度

30 年度

- 4,928 6,115 - -

-

年度

- 85 44.3 - -

-

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 1,000

- - 48.6 - -

-

中間目標 目標最終年度

- 年度

- -

- -

27年度 28年度 29年度

- - 486

-

--

27年度 28年度 29年度

27年度

30年度
活動見込

31年度
活動見込

- -

- -

30 30 29

29年度

施策 施策Ⅵ－１　 経済協力

政策
基本目標Ⅵ　経済協力：政府開発援助（二国間）又は多国間の開発協力を通じ，国際社会の平和と安定及び繁栄の確保に貢献し，これにより
我が国の平和と安全の維持，更なる繁栄の実現といった国益を確保すること

2



（２７年度，２８年度，２９年度）
｢質の高い成長｣とそれを通じ
た貧困撲滅

｢質の高い成長｣とそれを通じた貧
困撲滅を実現するための支援を
行う。

目標定性的指標 施策の進捗状況（目標）

施策の進捗状況（実績）

（２７年度）
○開発途上国の自立的発展に向け，質の高いインフラ投資の推進
等を通じたインフラ整備，金融，貿易・投資環境整備等の産業基盤
整備のために必要な支援を行う。また，開発途上国の｢質の高い成
長｣を実現するため，職業訓練，産業人材育成，雇用創出等経済
成長の基礎及び原動力を確保するため必要な支援を行う。
○人間開発，社会開発の重要性に十分に留意し，保健医療，安全
な水・衛生，食料・栄養，万人のための質の高い教育等の必要な支
援を行う。
（２８年度）
○開発途上国の膨大なインフラ需要を踏まえ，「質の高いインフラ
投資」を推進するとともに，日本の技術・経験を活かした都市インフ
ラ開発協力や，ノウハウを持つ日本企業による施設建設から運営・
維持管理を含む事業等を支援する。
○我が国の中小企業等の優れた製品・技術等を開発途上国の開
発に活用することで，開発途上国の経済社会開発に貢献し，またこ
れを通じて中小企業等の海外展開を支援する。また，我が国の自
治体が有する技術・ノウハウ（上下水道，環境管理等）を活かし，開
発途上国の開発ニーズにきめ細かく対処し，また我が国地域社会
の活性化も図る。
(２９年度）
高度な日本の技術の海外展開を通じた環境整備や，被援助国と連
携しての人材育成を通じ，開発途上国における貧困問題の根本的
解決に繋がる自立的発展を促進する。
具体的には，①「質の高いインフラ」の展開，②地方自治体・中小
企業等の海外展開支援，③日本方式の普及，④産業人材育成に
取り組む。

（２７年度）
○2015年７月の日・メコン首脳会議において，今後３年間で合計
7,500億円規模のODAをハードとソフトの両面で行う旨表明した。
11月の日・ASEAN首脳会議において，「産業人材育成協力イニシ
アティブ」を発表し，国情に応じた基幹産業の確立・高度化を担う産
業人材をアジア地域において今後３年間で４万人育成する方針を
発表した。
○アフリカの産業人材育成及び雇用創出の取組として，平成26
（2014）年から実施しているアフリカの若者のための産業人材育成
イニシアティブ（ABEイニシアティブ）第二弾として317名の研修生を
受け入れたほか，個別専門家の派遣等の技術協力を実施した。
○開発協力大綱の保健分野の課題別政策として策定された「平和
と健康のための基本方針」に基づき，二国間支援及び多国間支援
を通じて保健分野での支援を行った。
（２８年度）
○28年(暦年)は，アジア向けのインフラプロジェクトとして，合計24
件，9,323.58億円の円借款案件の交換公文の署名を行うとともに，
関連する無償資金協力や技術協力等を実施した。
○アフリカの産業人材育成及び雇用創出の取組として，アフリカの
若者のための産業人材育成イニシアティブ（ABEイニシアティブ）第
三弾で348名が訪日した他，個別専門家の派遣等の技術協力を実
施した。
○また，28年５月には「質の高いインフラ輸出拡大イニシアティブ」
を発表し，今後５年間の目標として約，2,000億ドルの資金等を供給
する旨表明した。
（２９年度）
○29年度は，「質の高いインフラ輸出拡大イニシアティブ」や「自由
で開かれたインド太平洋戦略」の実施のため，各国のインフラプロ
ジェクトに対して，合計1兆3,924億円の円借款の交換公文に署名し
た。また，「質の高いインフラ」の概念を広く国際社会に普及させる
べく，フォーラム等を実施した。
○その他，地方自治体・中小企業等の海外展開支援，日本方式の
普及，産業人材育成に取り組んだ。

-

目標年度
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（２７年度，２８年度，２９年度）
普遍的価値の共有，平和で安
全な社会の実現

自由，民主主義，基本的人権の
尊重，法の支配といった普遍的価
値の共有や平和で安定し，安全
な社会の実現のための支援を行
う。

（２７年度）
○普遍的価値を共有するASEAN諸国等の国々における安定的成
長や健全な社会形成のため，司法制度や法制度整備支援，メディ
ア能力強化，不正腐敗防止のための支援，サイバーセキュリティ支
援等を行う。
○国際社会が直面する紛争やテロ，組織犯罪や我が国にとっても
現実のものとなっているテロ等の脅威に対処するとともに，紛争等
被害者の生命，尊厳及び安全を確保し，自立を支援していく。
また，公海の自由及び安全を確保し，｢開かれ安定した海洋｣を維
持・発展させるため，シーレーン沿岸国等に対し，海上保安機関の
能力向上支援や資機材の供与等を行う。
（２８年度）
○ASEAN諸国等が自由，民主主義，法の支配といった普遍的価値
を共有するパートナーとして安定的に成長し，健全な社会を形成す
るため，司法制度や法制度整備支援，公共放送局のメディア能力
強化支援を行うとともに，不正・腐敗防止のための支援を行う。ま
た，日本にも影響が及ぶ可能性のあるサイバー空間における法の
支配の実現のためのサイバーセキュリティ支援や宇宙分野での能
力向上支援を行う。
○国際社会が紛争やテロ・組織犯罪に直面し，日本に対するテロ
等の脅威も現実のものとなっている中，過激主義を生み出さない社
会の構築も含めた紛争被災者や難民・国内避難民への人道支援
や治安対策を含めた経済・社会安定化支援，テロ対処能力向上支
援，紛争終結後の平和の定着や国づくりのための支援を国際機関
や国連平和維持活動（PKO）とも協力・連携しつつ実施していく。
（２９年度）
○「国際協力事業安全対策会議最終報告」，ＡＳＥＡＮ関連首脳会
議で表明したテロ対策強化策等を踏まえ，海外で活躍する日本人
の安全対策を強化するため，開発途上国の状況を改善する。
○難民の自立や受け入れ国の経済発展を支える開発協力を行う。
また，紛争終結後の平和の定着や国づくりのための支援を国際機
関等とも協力・連携しつつ実施する。
○自由，民主主義，法の支配といった普遍的価値を共有する国々
の安定的成長や健全な社会形成のため，司法制度や法制整備支
援，海上法執行機関等の保安能力構築支援を強化する。

施策の進捗状況（実績）

（２７年度）
○ASEAN諸国の中でも，法制度整備支援の重点支援国であるベト
ナム，ミャンマー，カンボジア及びラオスを中心に，民法や競争法の
ような基本法・経済法を含む法制度の起草・運用のための関連機
関や人材の強化を継続的に支援した。
○サイバー分野に関して，７月に外務省を団長としてNISC，JICAか
ら成るサイバーセキュリティに関する政府調査団をベトナムに派遣
し，今後の同分野の能力向上支援検討のための調査を実施したほ
か，ミャンマーやインドネシアへの情報通信分野の技術協力を実施
した。
○毎年行っている海上保安庁と連携した課題別研修「海上犯罪取
締り」を５月から６月にかけ実施する等，技術協力による海上保安
分野での支援も前年度に続けて行った。
○シーレーン沿岸国等に対する海上保安機関の能力向上支援や
資機材の供与等の実績として，ジブチ沿岸警備隊に対して，国際
協力機構（JICA）の技術協力で能力拡充を支援するとともに，12
月，巡視艇２隻を供与した。
（２８年度）
○法の支配の確立，グッドガバナンスの実現，民主化の促進・定着
等については，ASEAN諸国の中でも法制度整備支援の重点支援
国であるベトナム，ミャンマー，カンボジア及びラオスを中心に，民
法や競争法のような基本法・経済法を含む法制度の起草・運用の
ための関連機関や人材の強化を継続的に支援した。
○サイバーセキュリティ分野の能力構築支援に関しては，ミャン
マーやインドネシアへの情報通信分野の技術協力を継続して実施
した。
○中東・北アフリカ地域においては，５月のＧ７伊勢志摩サミットの
機会に「中東地域安定化のための包括的支援」として，暴力的過激
主義の拡大を阻止し，「寛容で安定した社会」を中東に構築するた
め，28から30（2016から2018）年の３年間で，約２万人の人材育成
を含む総額約60億ドルの支援を表明した。
（２９年度）
○テロ，暴力的過激主義等に対処する観点から，東南アジアのみ
ならず，南西アジア及びアフリカ各地域においても，テロ対策・治
安・航空保安能力強化等のためのハード・ソフト両面からの支援を
実施した。
○国際機関と連携しつつ，ミャンマーに対して，幅広い範囲の支援
を実施し，和平進展に向けた環境作りを行った。また，フィリピンの
ミンダナオに対しては，地域社会の安定化，将来の発展につながる
開発基盤の整備を支援した。シリアに対しては，社会インフラ整備
や医薬品供与といった支援を行った。

施策の進捗状況（目標）

-

目標 目標年度定性的指標
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（２７年度，２８年度，２９年度）
地球規模課題への取組を通じ
た持続可能で強靱な国際社会
の構築

国際社会全体として持続可能か
つ強靱な社会の構築を目指し，地
球規模課題に率先して取り組む。

測
定
指
標

定性的指標 目標 目標年度 施策の進捗状況（目標）

-

（２７年度）
○感染症の予防・対策を支援するとともに，UHCの実現のため，人
材育成や制度整備支援を通じた基礎的保健システムの強化につ
き，支援を行う。
○気候変動による影響を含む地球規模の環境問題等に対応する
ため，環境管理等に関する支援，地球温暖化や生物多様性保全等
への対応に取り組む。その他，ミレニアム開発目標(MDGs)・ポスト
2015年開発アジェンダといった国際開発目標の達成に積極的に取
り組む。
（２８年度）
○「平和と健康のための基本方針」（平成27年９月健康・医療戦略
推進本部決定）を踏まえ，エイズ，結核，マラリア等の感染症及び
エボラ出血熱等新興・再興感染症の予防・対策に協力するととも
に，一人ひとりの人生に寄り添ったUHC（全ての人が基礎的保健医
療サービスを負担可能な費用で受けられること）の実現のため，人
材育成や制度整備支援等を通じた基礎的保健システムの強化等
の協力を行う。
（２９年度）
○我が国の持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針を踏まえ，国
内外においてＳＤＧｓの実施に率先して取り組む。重点的に取り組
む事項は，①途上国のＳＤＧsへの対応支援，②保健（感染症対
策，ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（ＵＨＣ）の推進），③女性
（ジェンダー平等と女性のエンパワーメント推進），④教育（「万人の
ための質の高い教育」の実現），⑤防災・津波対策，⑥気候変動・
地球環境問題（「パリ協定の発効を受けた温室効果ガスの排出削
減や適応への協力）

施策の進捗状況（実績）

（２７年度）
○感染症対策として，二国間支援を通じ，感染症予防・早期発見・
対応の各段階における能力の強化の支援（例えば，ワクチン製造
能力の強化，ワクチンの調達のための資金協力など）を行った。
○2015年11月から12月に開催された国連気候変動枠組条約第21
回締約国会議（COP21）に先立って，安倍総理大臣より，平成32
（2020）年における１兆3000億円の途上国支援を含む「美しい星へ
の行動2.0(ACE2.0)」を発表したことにより，先進国による途上国へ
の年間1000億ドル供与との既存のコミットメント実現に道筋がつき，
歴史上初めて全ての国が参加する公平かつ実効的な国際枠組で
ある「パリ協定」の合意を大きく後押しした。
（２８年度）
○感染症対策のため，二国間支援としては，ミャンマー・ラオスにお
いてマラリア対策を，ベトナムにおいては風疹麻疹混合ワクチン製
造の支援を実施したほか，ガーナやガボンにおいて地球規模課題
対応国際科学技術協力（SATREPS）等を開始した。
（２９年度）
○国連ハイレベル政治フォーラムにおいて，次世代に着目し，教
育，保健，防災，ジェンダー分野等を中心に29年までに10億ドル規
模の支援を行うことを表明した。また，再生可能エネルギー等を活
用した温室効果ガス排出削減と吸収の対策，灌漑システムの改善
や護岸工事などの適応策（気候変動の悪影響の防止，軽減のため
の備えと新しい気候条件の利用）が実施され，途上国の気候変動
に対する耐性の強化に貢献した。
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（２７年度，２８年度）
連携の強化

ODAが，開発に資する様々な活
動の中核として，多様な力を動
員・結集するための触媒としての
役割を果たせるよう，様々な主体
との互恵的な連携を強化する。

定性的指標 目標 目標年度

-

（２７年度）
○民間部門主導の成長を促進することで，開発途上国の経済発展
を一層力強くかつ効果的に推進し，またそのことが日本経済の力
強い成長にもつながるよう，我が国の中小企業を含む民間企業と
の連携を強化する。
また，開発途上国の抱える課題の解決にとって重要な役割を果た
すことができる我が国の地方自治体が有する独自の経験や知見を
有効に活用するため，地方自治体との連携を強化する。
（２８年度）
○開発協力の重要なパートナーであるNGOとの連携・協働をさらに
促進する。政府とNGOの既存の対話枠組みを引き続き積極的に活
用し，情報共有に努めるとともに，NGOのこれまで以上に積極的な
開発協力への参画を推進する。
（２９年度）
○国民参加機会の拡大として，開発協力の重要なパートナーであ
るＮＧＯとの連携・共同を更に促進する。また，青年海外協力隊等
のボランティア事業を引き続き実施する。グローバル人材育成も念
頭に置いて，日本企業や地方自治体，大学などの国際化を後押し
するとの観点から，連携強化に取り組む。
○戦略的なパートナーシップの強化として，カリブ諸国等の小島嶼
開発途上国に対する支援や，中南米地域における日系社会との関
係強化のために必要な支援を行う。

施策の進捗状況（実績）

（２７年度）
○中小企業等の海外展開支援のため，案件化調査，普及・実証事
業や無償資金協力等を実施するとともに，地方自治体の海外展開
支援のため，水の浄化，廃棄物処理等の分野で知見を蓄積してい
る日本の地方自治体と連携した途上国支援等を実施した。
（２８年度）
○日本NGO連携無償資金協力事業102件，ジャパン・プラットフォー
ム事業（緊急人道支援事業）71件への資金協力を行った。また，
JICAの草の根技術協力事業104件を実施した。
28年度中， NGO・外務省定期協議会を７回開催し，NGOとの間で
開発協力政策やNGO支援，連携の具体策について意見交換した。
（２９年度）
○29年度行政事業レビュー公開プロセスにおける指摘を踏まえ，ＪＩ
ＣＡボランティア広告の在り方を改善させたことで，ＨＰのサイト訪問
回数が飛躍的に伸び，応募者の増加につながった。
○ＪＩＣＡ草の根技術協力事業では，14.18億円（40件）が採択され
た。また，ＮＧＯ・外務省定期協議会を７回開催し，ＮＧＯとの間で開
発協力政策や，ＮＧＯ支援，連携の具体策について意見交換した。

施策の進捗状況（目標）
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（２８年度，２９年度）
国際協力事業関係者の安全
対策の強化

28年７月のダッカ襲撃テロ事件を
受けて発足させた「国際協力事業
安全対策会議」においてとりまと
められた「最終報告」（平成28年８
月30日外務省・独立行政法人国
際協力機構）に記載された新たな
安全対策を着実に実施する。

定性的指標 目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

開発協力の推進を通じ，国際社会の平和と安定及び繁栄の確保により一層積極的に貢献する。
また，こうした協力を通じ，我が国の平和と安全の維持，更なる繁栄の実現，安定性及び透明性が高く見通しがつきやすい国際環境の実現，普遍的
価値に基づく国際秩序の維持・擁護といった国益の確保に貢献する。
開発協力大綱に定める基本方針を踏まえ，無償資金協力，技術協力，有償資金協力の三つのスキームを活用し，｢質の高い成長｣とそれを通じた貧
困撲滅，普遍的価値の共有及び平和で安全な社会の実現，地球規模課題への取組を通じた持続可能で強靱な国際社会の構築という重点課題に取
り組む。

（２８年度）
①脅威情報や危機意識の共有，緊急連絡先の共有，行動規範の
共有等のため，「国際協力事業安全対策会議」常設化し，常設化後
は２回（９月，１２月）開催した（常設化前は５回開催）。
②ODA事業関係者の緊急連絡先が外務省またはJICA等に登録さ
れるよう，関係省庁，業界団体等を通じ周知を行った。 在外公館・
JICA事務所において緊急連絡訓練を実施した。
③安全対策およびテロ対策に関する研修対象をJICAと直接契約関
係にない関係者（資金協力関係者・NGO等）にも拡大し，安全対策
研修は11回実施，安全対策研修（WEB版）は随時実施，テロ対策
実技訓練は７回実施し，延べ8,619人が研修・訓練に参加した。
⑤外務省では，国際協力局参事官を国際協力事業安全対策統括
担当に指名し，「国際協力事業安全対策室」を立ち上げた。JICAで
は，安全対策担当の理事を指名し，総務部安全管理室を安全管理
部に格上げした。
（２９年度）
JICAと協力して「最終報告」の全ての項目につき実施を継続・拡充
した結果，特に，脅威情報の共有及び研修・訓練の強化につき有
効性の高い取組が行われた。脅威情報の共有については，在外に
おける情報共有の強化，関係国政府への働きかけ，JICAによる
「安全対策ページ」の開設等を通じた情報へのアクセス向上によ
り，国内外において国際協力事業関係者及び諸外国関係者の安
全対策に対する認識向上が図られた。また，研修・訓練の強化に
ついては，JICAによる研修項目拡充及び参加者増加に向けた取組
（ホームページ等を活用した広報等）が実施されたことで，JICAによ
る研修への参加者数が飛躍的に増加した。

施策の進捗状況（目標）

-

（２８年度）
「最終報告」では，①脅威情報の収集・分析・共有の強化，②事業
関係者及びNGOの行動規範，③ハード・ソフト両面の防護措置，研
修・訓練の強化，④危機発生後の対応及び安全管理態勢，⑤外務
省及び国際協力機構（JICA）の危機管理意識の向上・態勢の在り
方の５つの柱に沿って，具体的な安全対策措置をできるものから実
施していく。
(２９年度）
JICAと協力して「最終報告」の，①脅威情報の収集・分析・共有の
強化，②事業関係者及びNGOの行動規範，③ハード・ソフト両面の
防護措置，研修・訓練の強化，④危機発生後の対応，⑤外務省・国
際協力機構（JICA）の危機管理意識の向上・態勢の在り方の５つの
柱に沿って，国際協力事業関係者の安全対策を抜本的に強化す
る。具体的には，関係者用の安全対策機材を増強するほか，警備
及び安全対策・危機管理研修を強化するといった取組を進める。

施策の進捗状況（実績）
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単位
計画開始時

29年度 30年度

上記のとおりKPI指標の目標値を達成しており、PDCAサイクルの強化及び評価等に関する情報公開の促進に寄与している。

中間目標 目標最終年度

27

- 10

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位
計画開始時

29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

30年度
中間目標 目標最終年度

27 年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

100 100

目標最終年度

-

目標値

中間目標計画開始時
29年度 30年度

ＫＰＩ
（第一階層）

10

年度

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

10

達成度

35
K
P
I

(

第
一
階
層

） 350

成果実績

年度 年度 32 年度

ODA見える化サイト掲載案件の更新数【500案件以上/
年】

成果実績 1,150 1,145 -

27

10 10

単位

達成度

0

K
P
I

(

第
一
階
層

）

目標値

27 年度 年度

10

計画開始時

年度

％ 40 20

単位

-

32

10 10

10億円以上の事業について外部評価を実施した割合
【100%】

成果実績

改革
項目

分野：
文教・科学技術、

外交、安全保障・防衛等
ODAの適正・効率的かつ戦略的活用：PDCAサイクルの強化及び評価等に関する情報公開の促進

-

ＫＰＩ
（第一階層）

課題別の標準的指標例を改定した割合【年目安10%】

年度 年度 32 年度

インパクト評価の実施件数【5年間で10件以上】

成果実績 4 2 -

32

-

目標値 100 100 100 - 100

％ 100 100 -

-

29年度

達成度 ％ 0

年度

目標値 500 500 500 - 500

達成度 ％ 230 229 -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

8



-

○

資金の流れにおいて中間段階での支出はなく、合理的な資
金の流れとなっている。なお、上記のとおり効率化にも取り組
んでいる。

日本政府の外交政策の下、相手国政府と日本政府との合意
に基づき実施する事業であるため、地方自治体、民間等へ
の移管は困難。

○

評　価項　　目

JICA事業は、開発途上国との二国間関係を強化し、国際社
会における我が国の発言力を高める非常に有効かつ重要な
外交ツールであり、国民や社会のニーズに合致する。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

29年度に実施したプロジェクトごとの事後評価（外部評価）の
結果では、整備した施設や成果物の活用を含め総合評価A
（非常に高い）及びB（高い）が全体の約8割を占め、概ね期
待されていた効果が得られている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

事業実施にあたっては、必要に応じて詳細計画策定のため
の調査を実施した上で、「妥当性・有効性・効率性・インパク
ト・持続性」の５つの評価項目による事前評価を実施し、効果
的な事業実施手段・方法となるよう努めている。

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

　一者応札・応募の割合は53.7％（金額ベース暫定値）であ
る。契約管理ガイドラインの周知、調達予定案件情報の事前
公表、公示時期の平準化、業務従事者の裾野拡大、市場と
の対話の促進等の取組を通じ、更なる競争性の向上に努め
ている。
　競争性のない随意契約の割合は10.7%（金額ベース暫定
値）である。一定金額以上の競争性のない随意契約につい
ては、真にやむを得ないものであるか否か慎重に審査を行っ
ている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

JICA事業は、開発協力大綱のもと開発途上地域のニーズに
迅速かつ機動的に対応できるツールであり、政策目的の達
成手段として必要かつ適切であり、優先度も高い。

24年度からの第三期中期計画においては、一般管理費及び
業務経費の合計について毎事業年度1.4%以上の効率化目
標を掲げ、固定的経費の削減等により、各年度で運営費交
付金を充当する物件費の前年度比率1.4％の効率化を達成
した。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

専門家派遣業務、研修員受入業務等、技術協力関連業務の
合理化、調達事務や経理事務の合理化等に組織横断的に
計画的に取り組んでいる。

29年度からの第四期中期計画期間における成果指標は、29
年度から新たに設定したものであるが、第三期中期計画期
間（24～28年度）においては、所期の目標を上回る成果をあ
げたと判断している。

○

国際協力機構法等で定められた業務に必要な経費や、中期
計画に基づく事業の実施に必要な経費に限定されている。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

開発途上国での事業は多岐にわたる不確定要素があるが、
概ね前年度と同等規模の活動実績を維持している。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

有

○

相手国政府が負担可能な費用については、事業開始前に協
議を行い、先方負担事項について合意したうえで事業を開始
している。また、ODA卒業国等に対してはコストシェア型事業
を拡充する等、受益者に応じ負担を求める等の取組を行って
いる。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐
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法務省

事業番号 事業名所管府省名

開発途上国に対する法制度整備支援の推進

国際連合に協力して行う国際協力の推進

法務省

これまでの行政事業レビュー、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月閣議決定）、「独立行政法人改革等に関する
基本的な方針」（平成25年12月閣議決定）などを踏まえ、引き続きコスト縮減や効率性・透明性向上に取り組む考え。

我が国は、これまでに表明した国際公約を誠実に履行すべく、積極的に取り組んでいる。我が国の政府方針に基づき、また、開発途上地域の
ニーズを踏まえ、技術協力事業においては、貧困削減等の人間の安全保障、経済成長、気候変動対策、平和構築、災害復興等に貢献する分
野への支援を積極的かつ効果的に行っているところである。

技術協力のための日本人専門家推薦、研修の企画・立案等
について協力を得ている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

【平成３０年度公開プロセス対象（（独）国際協力機構運営費交付金（技術協力）（青年研修）（セグメントシート0129-01：開発協力の重点課題））】
●評価結果：事業内容の一部改善
●取りまとめコメント：
・今後とも世界各地から，各分野から満遍なく受け入れできるように配慮をするべきである。東南アジアを中心とする考え方は良いが，対象国のバランスの議論は
今後も必要である。
・長年継続されている事業にもかかわらず，事業の評価が弱い。青年研修の事業効果を測るための定量的・定性的アウトカムをレビューシートで定義し，それに基
づく評価をすべきである。
・近年のコスト増は外的要因が多いと思うが，コスト削減に向けた努力が必要である。

【1】今後とも世界各地から、各分野から満遍なく受け入れできるように配慮をするべき、また、対象国のバランスの議論は今後も必要との指摘につ
いては、青年研修の成り立ちを踏まえつつ、外交政策上の観点および地域別の援助計画に基づき、本事業が戦略的に実施されるよう取り組む。
【2】事業効果を測るための定量的・定性的アウトカム指標の設定の必要性に関するご指摘については、既存の受入人数に関する指標に加えて、
本事業の目的「将来の課題解決の取り組みに資する基礎的な技術や制度に関する知識の習得や自国の開発課題に対する意識の向上」に対する
成果を測る指標を追加する。具体的には、研修終了時の研修目標の達成状況や帰国後の研修成果の活用可能性、ならびに、帰国後の実践・活
用状況について測ることとする。
【3】コスト削減に向けた努力が必要との指摘については、近年の訪日外国人の増加の影響もあり、主要コストである航空賃や宿泊費高騰の影響
が大きいものの、研修委託契約に関する業者選定の競争性向上を通じてのコスト削減を目指す。現行の調達では、採択された研修コース・内容に
対する応札としているため、受託可能な団体が限定される可能性も考えられることから、新規委託業者の開拓も含めより効果的・効率的な実施方
法を検討していく。

執
行
等
改
善

引き続き適切かつ効率的な事業実施に努める。また，外部有識者のご指摘を踏まえ，所要の対応を行う。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

関
連
事
業

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果
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( )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

2 平成25年度 98

平成26年度 93 平成27年度 98 平成28年度 129

平成22年度 - 平成23年度 － 平成24年度

平成29年度 外務省 0129

外務省

A コンサル
タント

（203法人）

B 民間業

者等

（2,033法

人）

C 専門家等
(専門家2,057名、

ボランティア
3,848名)

D 研修員
（本邦研修員
13,020名）

E 在外での
支出等

・技術協力プ
ロジェクト等の
実施にかかる
経費としてコ
ンサルタント
やＮＧＯなど
に支出する経
費。
・現地での活
動経費・受注
者の人件費・
機材費・旅費
等が含まれる。

・技術協力プ
ロジェクト等

の実施に際し、
本邦事業者
等に支出する
経費。
・供与機材
費・研修監理
費・航空賃等
が含まれる。

・現地で活動
する専門家・
ボランティア
等に支出す
る経費。
・在勤基本手
当・住居手
当・国内俸等
が含まれる。

・研修コース
への海外か
らの参加者
に支出する
経費。
・日当・宿泊
費等が含ま
れる。

・技術協力の実
施のために現地
で支出する経費。
・現地での活動
経費や専門家・
ボランティア等の
安全対策・健康
管理等に必要な
経費が含まれる。

（3,874百万円)

F 管理的経

費

（9,594百万円)

・人件費
・物件費

業務経費
144,722百万円

管理費
9,594百万円

ＪＩＣＡ
（一般勘定）

154,316百万円

（26,911百万円)（35,391百万円) （27,218百万円)
【総合評価入札等】 【契約方式の別記載不可】

※各在外事務所の全支出実

績であるため

【総合評価入札等】【随意契約（公募等）】

（51,329百万円)
【契約方式の別記載不

可】※技術協力協定に根

拠に各途上国との国際約

束に基づき、研修員の選定、

受入業務を行っているため

【随意契約（企画競争）・

総合評価入札等】

（注）端数の四捨五入により、合計が合わないことがある
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支出先上位１０者リスト

A.コンサルタント

チェック

共同企業体代表者
システム科学コンサ
ルタンツ株式会社

共同企業体代表者
株式会社オリエンタ
ルコンサルタンツグ
ローバル
共同企業体代表者
株式会社オリエンタ
ルコンサルタンツグ
ローバル

一般財団法人国際
開発機構

共同企業体代表者
株式会社Ｉｄｅｓ

共同企業体代表者
株式会社コーエイリ
サーチ＆コンサル
ティング

公益財団法人日本
生産性本部

国際航業株式会社

983

ﾝｻﾙﾀﾝﾄ（共同企業体代表者ｼｽﾃﾑ科学ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ株式会

機材費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

人件費 直接人件費及び諸経費等間接費 99

2

金　額
(百万円）

一般業務費 現地で活動するための経費

航空賃等

193

使　途

旅費

活動に必要な機材の購入及び運搬に係る
経費

1

再委託費 現地再委託費

B.民間業者等（株式会社国際サービスエージェンシー）
金　額

(百万円）

49

費　目 使　途

27

計 369 計 983

手当等 在勤基本手当・国内棒等 22 滞在費 日当・生活費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

旅費航空賃及び日当宿泊

費　目

C.専門家等（個人1） D.研修員（個人1）

費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
重点課題・地
域事業関係費

技術協力の実施等に必要な経費 653 運用保守
運用保守、ネットワーク費用、データセン
ター費用、運用管理費

840

国内連携事業
関係費
事業支援関係
費

在外事務所や安全対策等現地活動に必要
な経費

254

計 22 計 2

民間企業等連
携事業関係費

中小企業海外展開支援事業等に必要な経
費

2

使　途

1 -

随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

計

6

5 2 -

- -

4

8

7

計 1,012

6

1

E.在外での支出等（ベトナム事務所） F. 管理的経費（アクセンチュア株式会社）

費　目

調査等に必要な経費その他

ボランティアの現地活動やNGO支援に必要
な経費

97

-

2011001100372

7010405009018

1010401079623

9011101024804

4011005003009

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（その他）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

840

9010001008669

2

3

- -

法　人　番　号

2011001100372

9011101024804 369

1 -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

スーダン国技術協力に係る
業務実施契約

インド国技術協力に係る業
務実施契約

インド国技術協力に係る業
務実施契約

エチオピア国技術協力に係
る業務実施契約

イラン国技術協力に係る業
務実施契約

コンゴ民主共和国技術協
力に係る業務実施契約

1

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

345

249

241

205

217

随意契約
（企画競争）

232

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

-

- -

-

随意契約
（その他）

チュニジア国技術協力に係
る業務実施契約

ラオス国技術協力に係る業
務実施契約

220
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B.
民

株式会社オリエンタ
ルコンサルタンツグ
ロ－バル

共同企業体代表者
株式会社ＴＥＣイン
ターナショナル

8 -

建物管理・保守業務 270
随意契約
（その他）

- -

日本電子計算株式
会社

菱和ダイヤモンド航
空サービス株式会社

6010001063551 派遣手続き事務 262

2010601038584
研修事業総合システム設
計・開発業務

262
随意契約
（その他）

1 -

東京ビジネスサービ
ス株式会社

株式会社バークレー
ハウス

5010001026385
ボランティア派遣前語学訓
練サービス（駒ヶ根）

317
随意契約
（その他）

- -

6011101015161

随意契約
（企画競争）

9

10

2011001100372

4010001147785

2

-

株式会社電通 4010401048922
ボランティア募集関連サー
ビス

713

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社国際サービ
スエージェンシー

4011101033826 派遣手続き事務 983
随意契約

（企画競争）
8

随意契約
（企画競争）

4 -

日新航空サービス株
式会社

5011201015896 派遣手続き事務 625
随意契約

（企画競争）
8 -

6

7

4

5

株式会社エヌオー
イー

8010001129037 派遣手続き事務 499
随意契約

（企画競争）
8 -

10

8

9

株式会社バークレー
ハウス

5010001026385
ボランティア派遣前語学訓
練サービス（二本松）

264
随意契約

（企画競争）
1 99.9％

ケイライントラベル株
式会社

9010001140158 派遣手続き事務 325
随意契約

（企画競争）
8 -

201

191 3 -

1 -
随意契約

（企画競争）

随意契約
（企画競争）

コートジボワール国技術協
力に係る業務実施契約

パレスチナ国技術協力に
係る業務実施契約
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C.専門家等

D.研修員

個人7 -
途上国政府等派遣による
本邦での専門分野での技
術研修

2 - -

個人8 -
途上国政府等派遣による
本邦での専門分野での技
術研修

2 - -

個人3 -
途上国政府等派遣による
本邦での専門分野での技
術研修

2 - -

個人4 -
途上国政府等派遣による
本邦での専門分野での技
術研修

2 - -

個人5 -
途上国政府等派遣による
本邦での専門分野での技
術研修

2 - -

個人1 -
途上国政府等派遣による
本邦での専門分野での技
術研修

2 - -

個人10 -
途上国支援における本邦
での専門分野の技術協力・
支援業務

19
随意契約
（公募）

4 -

個人4 -
途上国支援における本邦
での専門分野の技術協力・
支援業務

21
随意契約
（公募）

1 -

個人6 -
途上国支援における本邦
での専門分野の技術協力・
支援業務

20
随意契約
（その他）

- -

個人8 -
途上国支援における本邦
での専門分野の技術協力・
支援業務

18
随意契約
（公募）

2 -

個人2 -
途上国支援における本邦
での専門分野の技術協力・
支援業務

21
随意契約
（その他）

- -

個人3 -
途上国支援における本邦
での専門分野の技術協力・
支援業務

21
随意契約
（その他）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3

4

1

2

個人1 -
途上国支援における本邦
での専門分野の技術協力・
支援業務

22
随意契約
（その他）

- -

7

8

5

6

個人5 -
途上国支援における本邦
での専門分野の技術協力・
支援業務

20
随意契約
（その他）

- -

9

10

個人9 -
途上国支援における本邦
での専門分野の技術協力・
支援業務

19
随意契約
（その他）

- -

個人7 -
途上国支援における本邦
での専門分野の技術協力・
支援業務

20
随意契約
（公募）

2 -

1

4

5

2

3

個人2 -
途上国政府等派遣による
本邦での専門分野での技
術研修

2 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

個人6 -
途上国政府等派遣による
本邦での専門分野での技
術研修

2 - -

10 個人10 -
途上国政府等派遣による
本邦での専門分野での技
術研修

2 - -

個人9 -
途上国政府等派遣による
本邦での専門分野での技
術研修

2 - -
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E.在外での支出等

セネガル事務所 -
技術協力案件実施に必要
な経費

461

ミャンマー事務所 -
技術協力案件実施に必要
な経費

723

インドネシア事務所 -
技術協力案件実施に必要
な経費

690

ラオス事務所 -
技術協力案件実施に必要
な経費

470

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

ベトナム事務所 -
技術協力案件実施に必要
な経費

1,012

タイ事務所 -
技術協力案件実施に必要
な経費

796

1

2

5

6

3

4

ケニア事務所 -
技術協力案件実施に必要
な経費

821

アフガニスタン事務
所

-
技術協力案件実施に必要
な経費

825

9

10

7

8

ブラジル事務所 -
技術協力案件実施に必要
な経費

689

カンボジア事務所 -
技術協力案件実施に必要
な経費

518
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F.管理的経費

東芝デジタルソリュ
－ションズ株式会社

7010401052137
業務用パソコンの賃貸借及
び入替サービス

114
一般競争契約
（総合評価）

2 97.1％

ＫＰＭＧコンサルティ
ング株式会社

8010001144647
情報システム全体PMO支
援サービス

83
一般競争契約
（総合評価）

1 86.1％

エヌ・ティ・ティコミュ
ニケーションズ株式
会社

7010001064648 JICA情報通信網の更改 469
一般競争契約
（総合評価）

1 96.1％

アクセンチュア株式
会社

7010401001556
コンピュータシステム運用
支援サービス

177
随意契約
（その他）

-

アクセンチュア株式
会社

7010401001556
経理業務統合システム運
用保守契約（2015-2017年
度）

126
随意契約
（その他）

-

アクセンチュア株式
会社

7010401001556
コンピュータシステム運用
等支援サービス

619
一般競争契約
（総合評価）

1 69.1％2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

アクセンチュア株式
会社

7010401001556
共通DB（要件定義・設計・
構築・導入支援等サービ
ス）

195
一般競争契約
（総合評価）

1 99.4％

アクセンチュア株式
会社

7010401001556
コンピュータシステム運用
等支援サービス

840
随意契約
（その他）

-

10

8

9

東芝デジタルソリュ
－ションズ株式会社

7010401052137 共通サーバ基盤構築 109
一般競争契約
（総合評価）

3 46.1％

富士ゼロックス株式
会社

3010401026805 マネージドプリントサービス 73
一般競争契約
（総合評価）

1 83.2％
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別紙１

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
第4期中期目標の定量指標。実績値は機構内で取りまとめた結果を集計。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
第4期中期目標の定量指標。実績値は機構内で取りまとめた結果を集計。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
第4期中期目標の定量指標。実績値は機構内で取りまとめた結果を集計。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
第4期中期目標の関連指標。実績値は機構で取りまとめた結果を集計。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
第4期中期目標の定量指標。実績値は機構で各年度の新規登録人数を集計。

中期目標期間中で延べ
200人規模を維持

国際緊急援助隊・感染症
対策チームへの登録者数

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

1,801 1,651 1,875 - -

目標値 人

成果実績 人

単位 27年度 28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

62

- - - - 10,000

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

63%（中期目標期間中）
ボランティアの活動達成状
況と貢献度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

１万人（中期目標期間中合
計）

国際協力キャリア総合情
報サイト（PARTNER）新規
登録人数

成果実績

目標値 人

人

達成度 ％

目標値

成果実績

％

- - 2,137 - -

- -

％

％

単位

- - - - -

- - -

- - 6,000

- -

- -

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

600万人（2017年から2018
年合計）

TICAD VI公約達成のため
の，アフリカにおける育成
人材数

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

6,000件（中期目標期間中
合計）

開発途上地域の課題解決
及び海外展開につなげる
ためのコンサルテーション
件数

成果実績

目標値 件

件

達成度

目標値 万人

成果実績 万人

単位

- - 800

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

行政官，地域住民に係る
本邦研修，第三国研修，現
地におけるセミナー参加等
の人数　8,000人/年

防災分野に係る育成人材
数

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

2015年から2017年に年間
１．２万人/年

2015年日・ASEAN首脳会
議における公約達成のた
めの，アジアにおいて育成
する産業人材数

成果実績

目標値 人

人

達成度 ％

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
第4期中期目標の定量指標。実績値は機構内で取りまとめた結果を集計。

- -

- 12,000

目標値 人

成果実績 人

単位
33 年度

27年度 28年度 29年度
中間目標

23,691 24,988 21,933

- - -

目標最終年度

- 年度

16,283 23,493 22,700 - -

- - - - 8,000

203.5 293.7 283.8 - -

27年度 28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 29 年度

208.2 182.8 - -

27年度 28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 30 年度

197.4

- 600

- - 133.3 - -

27年度 28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 33 年度

35.6 - -

27年度 28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 33 年度

63

- - - - -

27年度 28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 33 年度

-

18 16.5 18.8 - -

141 185 - -

33 年度

- - 200

31 70.5 92.5 - -

第4期中期目標の定量指標。実績値は機構で各年度の登録人数を集計。

- -
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-

（ ）

その他 0 #VALUE!

計 102,833 -

中間目標 目標最終年度

- 年度 29 年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

平
成
3
0
・
3
1
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

010128事業番号

政策課
開発協力総括課
事業管理室

課長　今福　孝男
課長　山本　文土
室長　川口　伊靖

会計区分 一般会計

セグメント単位の
考え方

第4期中期目標の「事業等のまとまり」に対応して設定。

セグメント名 開発協力の重点課題 担当部局庁 国際協力局 作成責任者

事業開始年度 平成１５年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

平成３０年度セグメントシート 国際協力機構

予算額・
執行額

（単位:百万円）

27年度 28年度 29年度 30年度

122,715 88,676

事業目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

独立行政法人国際協力機構法第3条（機構の目的）に基づき、機構は、開発途上にある海外の地域に対する技術協力の実施、有償及び無償の資金供与による協力の
実施並びに開発途上地域の住民を対象とする国民等の協力活動の促進に必要な業務を行い、中南米地域等への移住者の定着に必要な業務を行い、並びに開発途上
地域等における大規模な災害に対する緊急援助の実施に必要な業務を行い、もってこれらの地域の経済及び社会の開発若しくは復興又は経済の安定に寄与することを
通じて、国際協力の促進並びに我が国及び国際経済社会の健全な発展に資することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・開発途上地域からの技術研修員に対し技術の研修を行い、並びにこれらの技術研修員のための研修施設及び宿泊施設を設置し、及び運営すること。
・開発途上地域に対する技術協力のため人員を派遣すること。
・上記に掲げる業務に係る技術協力その他開発途上地域に対する技術協力のための機材を供与すること。
・開発途上地域に設置される技術協力センターに必要な人員の派遣、機械設備の調達等その設置及び運営に必要な業務を行うこと。
・開発途上地域における公共的な開発計画に関し基礎的調査を行うこと。
・海外移住に関し、調査及び知識の普及を行うこと。
・海外において、移住者の事業、職業その他移住者の生活一般について相談対応や指導を行い、また、移住者の定着のために必要な福祉施設の整備その他の援助を
行うこと。

実施方法 直接実施、委託・請負、その他

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法
独立行政法人国際協力機構法

関係する計画、
通知等

開発協力大綱（平成27年2月10日閣議決定）
独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針
（平成22年12月7日閣議決定）

主要政策・施策 ＯＤＡ 主要経費 経済協力

その他 673 330

補助金等 - -

31年度要求

経
常
収
益

予算額：運営費交付金 122,895 103,666 102,833 -

執
行
額

運営費交付金

93%

運営費交付金収益化基準 業務達成基準 業務達成基準

運営費交付金収益の割合 #DIV/0! 99.5% 99.6%

　計 0 123,388 89,006

27年度 28年度 29年度

執行額 117,758 100,229

経
常
費
用

予算額 122,895 107,733 103,689

執行率 - 96%

歳出予算目 30年度当初予算 31年度要求 主な増減理由

（項）重点課題・地域事業関係
費

102,833 - 運営費交付金（170,232百万円）の内数

1,100

目標値 人 - - - 900

アフリカの若者のための産業
人材育成（ABEイニシアチ
ブ）：900人（2013年から2017
年）

ABEイニシアティブ公約達成
のための育成人材数（長期研
修等）

成果実績 人 473 821

達成度 ％ 52.6 91.2 122.2

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 27年度 28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 33 年度

5年間で1,000人（2017年から
2021年）

Innovative Asia公約達成のた
めの育成人材数（長期研修
等）

成果実績 人 - - 152

目標値 人 - - - - 1,000

達成度 ％ - - 15.2

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
機構内で取りまとめた結果を集計。
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- -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 27年度 28年度

当初見込み 人 -

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 27年度 28年度 29年度

各地域の本邦研修実績数
活動実績 人 11,822 12,976 13,630

当初見込み 人 - - -

29年度

専門家派遣人数
活動実績 人 2,197 1,997 2,057

- -

-

日本政府の外交政策の下、相手国政府と日本政府との合意
に基づき実施する事業であるため、地方自治体、民間等への
移管は困難。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事業
か。

○
JICA事業は、開発協力大綱のもと開発途上地域のニーズに
迅速かつ機動的に対応できるツールであり、政策目的の達成
手段として必要かつ適切であり、優先度も高い。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○
　一者応札・応募の割合は53.7％（金額ベース暫定値）である。
契約管理ガイドラインの周知、調達予定案件情報の事前公
表、公示時期の平準化、業務従事者の裾野拡大、市場との対
話の促進等の取組を通じ、更なる競争性の向上に努めてい
る。
　競争性のない随意契約の割合は10.7%（金額ベース暫定値）
である。一定金額以上の競争性のない随意契約については、
真にやむを得ないものであるか否か慎重に審査を行ってい
る。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一者応
札又は一者応募となったものはないか。

独法等所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
JICA事業は、開発途上国との二国間関係を強化し、国際社会
における我が国の発言力を高める非常に有効かつ重要な外
交ツールであり、国民や社会のニーズに合致する。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
国際協力機構法等で定められた業務に必要な経費や、中期
計画に基づく事業の実施に必要な経費に限定されている。

事
業
の
効
率
性 単位当たりコスト等の水準は妥当か。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
資金の流れにおいて中間段階での支出はなく、合理的な資金
の流れとなっている。なお、上記のとおり効率化にも取り組ん
でいる。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

相手国政府が負担可能な費用については、事業開始前に協
議を行い、先方負担事項について合意したうえで事業を開始し
ている。また、ODA卒業国等に対してはコストシェア型事業を
拡充する等、受益者に応じ負担を求める等の取組を行ってい
る。

○

24年度からの第三期中期計画においては、一般管理費及び
業務経費の合計について毎事業年度1.4%以上の効率化目標
を掲げ、固定的経費の削減等により、各年度で運営費交付金
を充当する物件費の前年度比率1.4％の効率化を達成した。

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 27年度 28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 30 年度

130万人（2016年から2018年）
機構の支援を得た保健医療
サービスの裨益想定人口

成果実績 万人 - 85 44.3

目標値 万人 - - - - 130

達成度 ％ - 65.4 34.1

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 27年度 28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 33 年度

1,000万人（中期目標期間中）
学びの改善のための支援に
より裨益した子供の人数

成果実績 万人 - - 486

達成度 ％ - - 48.6

定量的な成果目標 成果指標 単位 27年度 28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 30 年度

- 4,928 6,115

目標値 人 - - - - 15,000

達成度 ％ - 32.9

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）
中東地域安定化のための包
括的支援に係る公約達成の
ための育成人材数

成果実績

40.8

1.5万人　（2016年から2018
年）

機構内で取りまとめた結果を集計。
根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
機構内で取りまとめた結果を集計。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
機構内で取りまとめた結果を集計。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
機構内で取りまとめた結果を集計。

30年度
活動見込

31年度
活動見込

- -

- -

30年度
活動見込

31年度
活動見込

人

目標値 万人 - - - - 1,000
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事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

29年度からの第四期中期計画期間における成果指標は、29
年度から新たに設定したものであるが、第三期中期計画期間
（24～28年度）においては、所期の目標を上回る成果をあげた
と判断している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あるい
は低コストで実施できているか。

○

事業実施にあたっては、必要に応じて詳細計画策定のための
調査を実施した上で、「妥当性・有効性・効率性・インパクト・持
続性」の５つの評価項目による事前評価を実施し、効果的な事
業実施手段・方法となるよう努めている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
開発途上国での事業は多岐にわたる不確定要素があるが、
概ね前年度と同等規模の活動実績を維持している。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

29年度に実施したプロジェクトごとの事後評価（外部評価）の
結果では、整備した施設や成果物の活用を含め総合評価A
（非常に高い）及びB（高い）が全体の約8割を占め、概ね期待
されていた効果が得られている。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
専門家派遣業務、研修員受入業務等、技術協力関連業務の
合理化、調達事務や経理事務の合理化等に組織横断的に計
画的に取り組んでいる。

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
我が国は、これまでに表明した国際公約を誠実に履行すべく、積極的に取り組んでいる。我が国の政府方針に基づき、また、開発途上地域のニーズを
踏まえ、技術協力事業においては、貧困削減等の人間の安全保障、経済成長、気候変動対策、平和構築、災害復興等に貢献する分野への支援を積極
的かつ効果的に行っているところである。

改善の
方向性

これまでの行政事業レビュー、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月閣議決定）、「独立行政法人改革等に関する基本的な
方針」（平成25年12月閣議決定）などを踏まえ、引き続きコスト縮減や効率性・透明性向上に取り組む考え。

備
考

【平成30年度公開プロセス対象「独立行政法人国際協力機構運営費交付金（技術協力）」（レビューシート事業番号129）】
・評価結果：事業内容の一部改善
・取りまとめコメント：
●今後とも世界各地から，各分野から満遍なく受け入れできるように配慮をするべきである。東南アジアを中心とする考え方は良いが，対象国のバランスの議論は今
後も必要である。
●長年継続されている事業にもかからず，事業の評価が弱い。青年研修の事業効果を測るための定量的・定性的アウトカムをレビューシートで定義し，それに基づく
評価をすべきである。
●近年のコスト増は外的要因が多いと思うが，コスト削減に向けた努力が必要である。

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割分担
の具体的な内容を各事業の右に記載）

所管府省名 事業番号 事業名

法務省 国際連合に協力して行う国際協力の推進

法務省 開発途上国に対する法制度整備支援の推進
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※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

機材費 活動に必要な機材の購入及び運搬に係る経費 1

一般業務費 現地で活動するための経費 193

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足

する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が支
出されている者に
ついて記載する。
費目と使途の双方
で実情が分かるよ

うに記載）

課題・地域事業（共同企業体代表者ｼｽﾃﾑ科学ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ株式 B.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

旅費 航空賃及び日当宿泊 49

人件費 直接人件費及び諸経費等間接費 99

再委託費 現地再委託費 27

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 369 計 0

E. F. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0

外務省
103,666百万円

交付

国際協力機構
100,229百万円

（注） 差額の3,691百万円は、

前渡金の計上等によるもの。

Ａ 重点課

題・地域事

業

【随意契約（企画競争等）】

【総合評価入札等】

・技術協力プロジェクト、協力準備調査
等の実施に関し、コンサルタントや民
間業者等に支出する経費。現地での
活動経費・受注者の人件費・機材費・
旅費等が含まれる。

・研修コースへの海外からの参加者に
支出する経費。日当・宿泊費等が含ま
れる。

（注）差額の3,437百万円は未

執行分・前渡金等。

（100,229百万円)

（注）端数の四捨五入により、合計が合わないことがある

（注）うち、青年研修事業は1,091百万円
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支出先上位１０者リスト

A.重点課題・地域事業

チェック

G. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

2

共同企業体代表者　株
式会社オリエンタルコ
ンサルタンツグローバ
ル

2011001100372
インド国技術協力に係る業務
実施契約

345
随意契約

（企画競争）
1 -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
共同企業体代表者　シ
ステム科学コンサルタ
ンツ株式会社

9011101024804
スーダン国技術協力に係る業
務実施契約

369
随意契約
（その他）

- -

-

5
共同企業体代表者株
式会社Ｉｄｅｓ

1010401079623
イラン国技術協力に係る業務
実施契約

232
随意契約

（企画競争）
2 -

1 -

4
一般財団法人国際開
発機構

7010405009018
エチオピア国技術協力に係る
業務実施契約

241
随意契約

（企画競争）
1

3

共同企業体代表者　株
式会社オリエンタルコ
ンサルタンツグローバ
ル

2011001100372
インド国技術協力に係る業務
実施契約

249
随意契約

（企画競争）

- -

8 国際航業株式会社 9010001008669
ラオス国技術協力に係る業務
実施契約

205
随意契約
（その他）

-

7
公益財団法人日本生
産性本部

4011005003009
チュニジア国技術協力に係る
業務実施契約

217
随意契約
（その他）

6
共同企業体代表者株
式会社コーエイリサー
チ＆コンサルティング

9011101024804
コンゴ民主共和国技術協力に
係る業務実施契約

220
随意契約
（その他）

- -

10
共同企業体代表者株
式会社ＴＥＣインターナ
ショナル

4010001147785
パレスチナ国技術協力に係る
業務実施契約

191
随意契約

（企画競争）
3 -

-

9
株式会社オリエンタル
コンサルタンツグロ－
バル

2011001100372
コートジボワール国技術協力
に係る業務実施契約

201
随意契約

（企画競争）
1 -

11
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- 133.3 - -

- 800 - -

目標値 万人 - - - - 600

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 27年度

600万人（2017年から2018
年）

TICAD VI公約達成のため
の，アフリカにおける育成人
材数

成果実績 万人 -

達成度 ％ -

達成度 ％ 197.4 208.2 182.8 - -

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 30 年度

29 年度
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 27年度

2015年から2017年に年間
１．２万人/年

2015年日・ASEAN首脳会議
における公約達成のため
の，アジアにおいて育成す
る産業人材数

成果実績 人 23,691 24,988 21,933 - -

目標値 人 - - - - 12,000

人 - - - - 8,000

達成度 ％ 203.5 293.7 283.8 - -

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 33 年度
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 27年度

行政官，地域住民に係る本
邦研修，第三国研修，現地
におけるセミナー参加等の
人数　8,000人/年

防災分野に係る育成人材
数

成果実績 人 16,283 23,493 22,700 - -

目標値

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
機構内で取りまとめた結果を集計。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
機構内で取りまとめた結果を集計。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
機構内で取りまとめた結果を集計。

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度
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